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令和元年度 大垣市の財務書類 注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････出資金額 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    8 年～50 年 

工作物  10 年～75 年 

物品    1 年～20 年 
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② 無形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法

によっています。） 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

長期延滞債権について、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい

ます。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金・普通預金・定期預金 

なお、現金・普通預金・定期預金には、出納整理期間における取引により発生する

資金の受払いを含んでいます。 

(6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場

合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、工事等の性質により分類しています。 
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2 偶発債務 

(1) 損失補償債務の状況 

 

3 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、物品調達会計、公共用地先行取得事業会計、市行造林事業会計 

② 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、物品調達会計、公共用地先行取得事業会計、国民健康保険事業会計、 

国民健康保険直営診療施設事業会計、後期高齢者医療事業会計、 

介護保険事業会計、簡易水道事業会計、市行造林事業会計、 

公設地方卸売市場事業会計、公共下水道事業会計、 

特定環境保全公共下水道事業会計、農業集落排水事業会計、駐車場事業会計、 

競輪事業会計 

③ 全体財務書類の対象範囲のうち、令和２年度より公営企業法適用となった、簡

易水道事業会計、公共下水道事業会計、特定環境保全公共下水道事業会計、農業

集落排水事業会計については、令和元年度全体財務書類の対象から除外していま

す。 

④ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

⑤ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があり

ます。 

 

損失補償等引当金
計上額

貸借対照表
未計上額

簡易水道事業会計 － 千円        485,848 千円     － 千円        485,848 千円     

公設地方卸売市場事業会計 － 千円        30,834 千円      － 千円        30,834 千円      

公共下水道事業会計 － 千円        14,069,585 千円  － 千円        14,069,585 千円  

特定環境保全公共下水道事業会計 － 千円        1,277,375 千円   － 千円        1,277,375 千円   

農業集落排水事業会計 － 千円        308,296 千円     － 千円        308,296 千円     

病院事業会計 － 千円        1,893,878 千円   － 千円        1,893,878 千円   

水道事業会計 － 千円        26,266 千円      － 千円        26,266 千円      

大垣消防組合 － 千円        824,745 千円     － 千円        824,745 千円     

西濃環境整備組合 － 千円        214,547 千円     － 千円        214,547 千円     

西南濃粗大廃棄物処理組合 － 千円        4,879 千円       － 千円        4,879 千円       

大垣市・安八郡安八町東安中学校組合 － 千円        11,414 千円      － 千円        11,414 千円      

大垣市土地開発公社 － 千円        1,579,898 千円   － 千円        1,579,898 千円   

確定債務額

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

会計・団体名 総額
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⑥ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況（令

和元年度）は、次のとおりです。 

      実質赤字比率             －％  連結実質赤字比率         －％ 

実質公債費比率          0.9％  将来負担比率           37.0％ 

⑦ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  1,950,727 千円 

⑧ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

一般会計    1,266,892 千円  競輪事業会計    88,600 千円 

(2) 貸借対照表に係る事項   

① 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準

財政需要額に含まれることが見込まれる金額 

60,820,058 千円 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、

次のとおりです。 

標準財政規模                                         35,293,164 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   5,066,824 千円 

将来負担額                                          102,630,074 千円 

充当可能基金額                                       12,003,311 千円 

特定財源見込額                                       18,597,555 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額         60,820,058 千円 

③ 建物のうち 1,878,019 千円（帳簿原価）、工作物のうち 1,705 千円（帳簿価額）

は、PFI 事業等に係る資産が計上されています。 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して

います。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
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(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  

一般会計等財務書類 △5,997,448 千円  全体財務書類 △6,408,707 千円 

 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の 

内訳 

【一般会計等財務書類】 

 

   

【全体財務書類】 

 

 

 

 

資金収支計算書

業務活動収支 4,396,427 千円

投資活動収入の国県等補助金収入 588,744 千円

未収債権、未払債務等の増加（減少） 1,021,970 千円

減価償却費 △ 6,062,305 千円

賞与引当金繰入額 △ 670,357 千円

退職手当引当金繰入額 △ 413,099 千円

徴収不能引当金繰入額 △ 71,022 千円

損失補償等引当金戻入額 2,033,944 千円

資産除売却損 △ 115,162 千円

資産売却益 4,074 千円

713,214 千円純資産変動計算書の本年度差額

資金収支計算書

業務活動収支 6,925,929 千円

投資活動収入の国県等補助金収入 606,744 千円

未収債権、未払債務等の増加（減少） 2,949,764 千円

減価償却費 △ 8,555,978 千円

賞与引当金繰入額 △ 1,569,621 千円

退職手当引当金繰入額 △ 508,544 千円

徴収不能引当金繰入額 △ 263,998 千円

損失補償等引当金戻入額 1,886,838 千円

退職手当引当金戻入額 30,569 千円

資産除売却損 △ 115,162 千円

資産売却益 4,074 千円

1,390,615 千円純資産変動計算書の本年度差額
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③ 既存の決算情報との関連性 

 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 16,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額 － 千円 

 

4 連結財務書類における注記 

  連結財務書類作成においては、連結団体がそれぞれ作成した財務書類を公会計に読み

替えて作成しており、会計処理の手法等はそれぞれの団体の手法によります。 

（単位：千円）

歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差引額

一般会計等
財務書類

全体
財務書類

68,438,773 65,441,667 2,997,106 ○ ○

8,094 7,036 1,058 ○ ○

279,925 279,925 0 ○ ○

17,400,446 14,967,576 2,432,870 ○

40,825 40,825 0 ○

2,021,394 1,965,333 56,061 ○

15,082,108 13,328,858 1,753,250 ○

132,110 130,402 1,708

58,141 58,141 0 ○ ○

102,917 102,917 0 ○

5,106,513 4,993,826 112,687

252,189 239,588 12,601

77,351 71,988 5,363

112,475 83,410 29,065 ○

15,292,901 14,005,335 1,287,566 ○

3,689 2,609 1,080

944 65 879

20,283 19,457 826

55,992,305 50,297,291 5,695,014

124,431,078 115,738,958 8,692,120

公会計財務書類における資金収支残高

752,201

24,159,744

1,995,997

362,163

2,998,164

752,201

3,750,365

（単位：千円）

8,556,976

合　　　　　　計

一般会計等
財務書類

令和元年度 大垣市歳入歳出決算書計上額（対象会計）

歳計外現金残高（令和2年3月31日現在）

資金収支計算書 本年度末現金預金残高

資金収支計算書 本年度末現金預金残高

令和元年度 大垣市歳入歳出決算書計上額（対象会計）

歳計外現金残高（令和2年3月31日現在）

令和元年度 大垣市病院事業会計決算書　　現金預金残高

令和元年度 大垣市水道事業会計決算書　　現金預金残高

公 共 下 水 道 事 業 会 計

特定環 境保 全公 共下 水道 事業 会計

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計

駐 車 場 事 業 会 計

連結修正額（出納整理期間の一般会計と企業会計との現金の受払）

競 輪 事 業 会 計

牧 田 財 産 区 会 計

一 之 瀬 財 産 区 会 計

時 財 産 区 会 計

計

35,827,081

全体財務書類

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

令和元年度 大垣市歳入歳出決算書 公会計財務書類対象

区　　　　　　分

一 般 会 計

物 品 調 達 会 計

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

国民健康保険直営診療施設事業会計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計

介 護 保 険 事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業 会 計

市 行 造 林 事 業 会 計

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 会 計


